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第 116回労働力需給制度部会を開催、労働者派遣法改正に向けた審議が再スタート 

 

 

 7月 30日、第 116回労働政策審議会職業安定分科会労働力需給制度部会が開催され、

1 月末から中断されていた労働者派遣法改正に向けた審議が 6 か月ぶりに再開された。 

 労働者派遣法改正に向けた議論は、同部会において 2007 年 9 月から行われてきた

が、根本的な部分における労使の意見に相違があり、2008年の通常国会への法案提出

は見送られていた。2007年 12月 25日の「中間報告」は、労働者派遣制度に関する根

本的な検討を学識者による研究会（「今後の労働者派遣制度の在り方に関する研究会」）

に委ねることとした。2008 年 2 月から研究会での検討が開始され、7 月 28 日に報告

書が取りまとめられたところである。 

 研究会報告の取りまとめを受けて今回、部会が開催され、研究会報告の内容の説明

を受けた。厚生労働省は、本年秋の臨時国会への法案提出を念頭に、9 月末を目途に

部会での議論を取りまとめたいとの意向を示した。 

 

 

＜第 116回労働力需給制度部会・労働側議事メモ＞ 

１．日時：2008年 7月 30日（水）10:00～11：30 

２．場所：厚生労働省 14階第 1会議室 

３．出席者：公益委員 3名（清家部会長、鎌田、北村） 

労働者側委員 3名（長谷川、市川（佳）、古市）  

使用者側委員 3名（平田、山崎、市川（隆））  

４．会議概要： 

審議会の冒頭、太田職業安定局長から、この間の労働者派遣法見直しに関する経

過説明とともに、「秋の臨時国会への法案提出を念頭に、9月中を目途に部会の議論

の取りまとめをお願いしたい」との挨拶があった。その後、事務局から研究会報告

の内容の説明を受け、質疑を行った。  

 

５．主な質疑 

【労働者側】 

2 月からの半年間という短期間で報告書をまとめていただいたことについては

敬意を表したい。報告書は研究会の検討の結果としてきちんと受け止めたい。 

   その上で、報告書と労側の認識が大きく異なっている点を 2 点述べたい。[1]報

告書は、「これまでの事業規制の緩和は労働者保護の強化を伴って行われている」

と述べているが、派遣法制定以来、労働者派遣制度は労働者保護が不十分なまま、

大幅に規制緩和が行われてきたのではないか。制度の見直しは、「労働者保護が

不十分なまま、大幅に規制緩和が行われてきた」という認識に立って行うべき。

[2]報告書は、法違反への対応について、指導・監督など行政の関与を中心に据

えているが、司法救済も労働者保護の重要な手段。行政の指導・監督で違法が是

正され、法違反への抑止力となるのであれば、現在のような状況には至っていな

い。また、現在の労働行政の体制・人員で、すべての違反事案に対応することは



到底不可能。違法な派遣をなくし、派遣労働者の雇用や労働条件を保障するため

には、刑事制裁や行政指導だけでは不十分。たとえば、重大な法違反の場合には、

派遣先と派遣労働者との間に雇用関係を成立させる「直接雇用みなし規定」の導

入など、民事上の権利義務関係を定める規定が必要。 

 

【労働者側】 

[1]日雇い派遣の禁止対象業務や期間について、どのような議論がされたのか。

[2]登録型派遣について、厚労省としてはどのような働き方ととらえたのか。報

告書の書きぶりでは、原則、望ましい働き方ではないというスタンスに立ってい

るという理解でよいか。[3]常用型の定義を再整理するとの意味は何か。[4]派遣

先での直接雇用を検討するとした 4類型のうち、偽装請負についてだけ「偽装の

意図」という主観要件が必要としたのはなぜか。[5]派遣先への指導について、

これまで勧告・公表まで至った実績がなかったのはなぜか。 

 

【事務局】 

[1]研究会での議論は、概ね報告書に記載している範囲である。具体的な業務

の範囲や期間については審議会で議論していただきたい。[2]労働者の働き方の

志向にもよるが、登録型が原則的に悪いわけではない。原則認めた上で弊害をな

くしていくことが重要。[3]常用型の定義は法律上なく、現行のものは行政解釈

であり、法律で定義をし直すことも含めて検討いただきたい。[4]偽装請負は、

派遣先に故意又は重過失のような行為がない場合でも成立する場合があり、公平

性の観点から、派遣先が一定の悪意をもって行ったような場合に限って是正の対

象とすべきとした。[5]指導を行えば、ほとんどの場合、是正されるので勧告・

公表には至っていない。ただし、違反をくり返すような場合には、これまでより

強めの是正指導を行える仕組みを整えることを検討する。 

 

【使用者側】 

[1]日雇い派遣の禁止対象とする業務は、具体的にはどのような業種か。実態

として、派遣契約・雇用契約とも日々単位が多いのか。[2]個別の事案に対する

指導監督やコンプライアンスの徹底をはかればよいのであり、日雇い派遣を原則

禁止とするには論理の飛躍があるのではないか。 

 

【事務局】 

[1]研究会では具体的な業種を挙げて検討は行っていないが、運輸、倉庫、製

造業等を意識して議論を行った。短期雇用・短期派遣のケースが多いと思われる。

[2]これまで指導監督で是正を促してきたが、指導しても改善がみられなかった

状況を踏まえ、原則禁止の方向で検討することとした。 

 

【使用者側】 

[1]日雇いの直雇用と比べて、日雇い派遣では、なぜ責任の所在があいまいに

なるのか。[2]常用型派遣において、「期間の定めのない」場合と「有期雇用を反

復更新している」場合で法的保護は異なるのか。[3]派遣先の雇用契約申込義務

に「民事効を付与する」とは具体的にはどのような意味か。 

 



【事務局】 

[1]あまりにも短期の派遣であれば、派遣元・派遣先が双方とも責任を果たさ

ないことになりがちとなるし、実態として、派遣元も派遣先も雇用管理責任等を

十分果たしていない。[2]裁判例では、有期労働契約の雇止めについて、直雇用

の労働者よりも派遣労働者の場合について緩く判断している。また、期間の定め

がない場合でも常用型派遣は直雇用より不安定である。それらも踏まえ、報告書

では定義の変更を提言している。[3]派遣先が雇用契約申込義務を履行しなかっ

た場合について、損害賠償を認めるなど、解釈として民事的効果を認めることも

あり得るということである。 


